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■世界の状況（厚生労働省発表：９月２日午前０時時点）
感染者数計〔１８８国・地域〕 ２５，４４４，５０２人 うち死亡者 ８５０，２２８人

１ 新型コロナウイルス感染者の発生状況等について①

＜国別内訳（日本＋感染者が多い10ヵ国）＞

※ 「その他」は、国際輸送案件（うち、クルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス」の感染者712人、死亡者13人）

１

国・地域 感染者 死亡者 国・地域 感染者 死亡者 国・地域 感染者 死亡者

日本 69,001 1,307 ロシア 992,402 17,128 メキシコ 599,560 64,414

米国 6,030,587 183,597 ペルー 647,166 28,788 スペイン 462,858 29,094

ブラジル 3,908,272 121,381 南アフリカ 627,041 14,149 アルゼンチン 417,735 8,660

インド 3,691,166 65,288 コロンビア 615,094 19,662 その他 ※ 721 15

１ 新型コロナウイルス感染者の発生状況等について②

■国内の状況（厚生労働省発表：９月２日午前０時時点） ※（）内は、６月19日以降の内数
感染者数計 ６９，００１人（５１，２６１人） うち死亡者数 １，３０７人

２
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全国的に移動制限が解除された
６月19日以降の感染者数の状況

※ 海外在住で一時帰国して発症した人や外国人等(検疫所職員、空港検疫
を含む)及び過去の感染者数の修正分。

都道府県 都道府県

北海道 1,781 (597) 滋賀県 452 (351)

青森県 35 (8) 京都府 1,452 (1,089)

岩手県 19 (19) 大阪府 8,656 (6,862)

宮城県 207 (119) 兵庫県 2,276 (1,577)

秋田県 49 (33) 奈良県 523 (431)

山形県 78 (9) 和歌山県 230 (167)

福島県 167 (85) 鳥取県 22 (19)

茨城県 549 (381) 島根県 137 (113)

栃木県 306 (240) 岡山県 145 (120)

群馬県 445 (294) 広島県 458 (290)

埼玉県 3,975 (2,950) 山口県 170 (133)

千葉県 3,068 (2,146) 徳島県 133 (128)

東京都 20,987 (15,313) 香川県 77 (49)

神奈川県 5,020 (3,594) 愛媛県 114 (32)

新潟県 144 (61) 高知県 128 (54)

富山県 394 (167) 福岡県 4,598 (3,768)

石川県 653 (354) 佐賀県 237 (190)

福井県 232 (110) 長崎県 232 (215)

山梨県 173 (101) 熊本県 524 (476)

長野県 261 (185) 大分県 147 (87)

岐阜県 558 (403) 宮崎県 337 (320)

静岡県 482 (403) 鹿児島県 362 (351)

愛知県 4,535 (4,014) 沖縄県 2,139 (1,997)

三重県 380 (335) その他 ※ 954 (521)

計 69,001 (51,261)

感染者数 感染者数



■県内の状況（９月３日時点）
感染者数計 ７８人 （ＰＣＲ検査実施数 ３，１２２件 ※新規検査分）

１ 新型コロナウイルス感染者の発生状況等について③

＜新規感染者数の推移（確認日ベース）＞

＜病床数・入院患者数（９月３日現在）＞

３

病院名
県立

中央病院
山形大学
附属病院

県立
新庄病院

公立置賜
総合病院

日本海
総合病院

その他 合計

病床数
（うち重症者病床）

３９
（８）

２６
（５）

７
（０）

３４
（４）

４１
（８）

６８
（０）

２１５
（２５）

入院患者数
（うち重症者）

２
（０）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

２
（０）

（人）

◎相談体制

２ 相談、検査、医療提供体制について①

■「新型コロナ受診相談コールセンター」…１か所（4/6～） 電話番号（0120-880006）

感染が疑われる方からの相談を４回線・24時間フリーダイヤルで受付⇒必要な場合は保健所で受診誘導

■「一般相談コールセンター」…１か所（7/1～） 電話番号（0120-567383）

新型コロナへの不安や予防法に関する相談を４回線・フリーダイヤルで受付（毎⽇８時30分〜18時）

■「新型コロナ受診相談センター」…５保健所（2/10～）

感染が疑われる方からの相談を受け、必要に応じて「新型コロナ感染症外来(19医療機関)」へ誘導

■「こころの健康電話相談窓口」…県精神保健福祉センター（心の健康相談ダイヤル）、５保健所

新型コロナ等の影響で不安やつらい気持ちを抱える方の⼼の相談に対応

◎検査体制

■検査機関

山形県衛生研究所（山形市）、置賜保健所、庄内保健所
この他、感染症指定医療機関等にも順次設置、⺠間検査機関も活⽤

４

＜検査件数＞

１⽉３０⽇〜９⽉３⽇
３，１２２件…新規検査分



◎医療提供体制

２ 相談、検査、医療提供体制について②

５

＜流行シナリオ＞

厚生労働省から示された新たな「流行シナリオ」を踏まえ、次の３つの条件を選択し、感染のピーク時
に見込まれる入院患者数等を推計。

＜入院病床及び宿泊療養施設＞

県内の感染症指定医療機関を中心に、重症患者に対応できる医療機関とそれを支援する医療機関
を合わせて２１５床を確保。また、無症状者等を受け入れる宿泊療養施設として１８８室を確保。

※太枠囲み部分は、本県が選択しようとする数値

７９人

※推計の最大入院患者数と最大宿泊療養者数のピーク日にずれがあるため、その合計は最大全療養者数と一致しない。

①推計モデル
②社会への協力要請を
行う前の実効再生産数

③協力要請基準日から
協力要請日までの日数

最大宿泊療養者数

生産年齢人口群中心モデル
（大都市想定）

１．７
（基本シナリオ：東京の３月流行期）

１日
（早めに協力要請を行うシナリオ）

高齢者群中心モデル
（地方想定）

２．０
（感染症対策が今より緩むシナリオ）

３日
（基本シナリオ）

【推計結果】
最大全療養

者数
２５８人

最大入院患者数
（うち重症患者数）

１８０人
（２６人）

病院名
県立

中央病院
山形大学
附属病院

県立
新庄病院

公立置賜
総合病院

日本海
総合病院

その他 合計

病床数
（うち重症者病床）

３９
（８）

２６
（５）

７
（０）

３４
（４）

４１
（８）

６８
（０）

２１５
（２５）

宿泊療養施設名 ホテルルートイン天童 ホテルイン酒田駅前 合計

居室数 １０８ ８０ １８８

【入院病床】 （単位：床）

【宿泊療養施設】 （単位：室）

◎新型コロナ対応従事者への慰労金給付

２ 相談、検査、医療提供体制について③

■ 事業目的
新型コロナウイルス感染症の拡大防⽌に尽⼒されている医療機関、社会福祉施設等、３密対策や衛生

管理で尽⼒いただいた児童関係施設の職員へ対し、慰労⾦を⽀給する。
■ 事業内容
（⽀給対象）
医療機関等︓病院、診療所、訪問看護ステーション、助産所
社会福祉施設等︓介護施設・事業所、障がい福祉施設・事業所、救護施設、児童関係施設

（⽀給額）
都道府県からの役割設定などに応じて、５万円〜20万円

◎民間医療機関に対する支援金の給付

■ 事業目的
県⺠生活の重要な社会基盤である医療を崩壊させることなく、県内全域で地域の医療提供体制を守り

抜き、引き続き、強い使命感のもと診療に従事していただけるよう、⺠間医療機関に⽀援⾦を給付する。
■ 事業内容
（⽀給対象）
⺠間病院（運営主体が全国規模で事業展開している病院を除く）、⺠間診療所（医科・⻭科）

（⽀給額）
病院︓50万円、診療所︓30万円

６



３ いじめ・偏見・差別問題に係るサポート体制について

７

◆ 各レベルの適用にあたっては、上記内容に加え、県内における感染の具体的状況（地域分布、クラスター発生状況等）や、
首都圏や近隣県の感染状況なども踏まえ、全体的に判断する。なお、感染状況によっては、地域を特定した対応策を検討する。

◆ この目安は、新型コロナに関する今後の状況変化に応じて随時見直すこととする。

４ 新型コロナ対応の目安（注意・警戒レベル）について

８

状 態 参考とする指標等 対 応 検 討 策

レベル
１

県内では確認され
ていないが、国内
で感染者が確認さ
れている状態

－

・県民は「新・生活様式」の実践を心がける
・事業者は、業種別の感染拡大予防ガイドラインに取り組む
○感染が増加している地域への移動はできるだけ控えるよう、県民に呼びかけ

なお、必要があって移動する場合は、移動先での「新・生活様式」を徹底するよう、
呼びかけ

レベル
２

【注意】

県内での感染者の
確認が限定的な状
態

【１週間あたりの新規感染者数】
１人/週 以上

レベル１に加え、
○「新・生活様式」の実践及び業種別感染拡大予防ガイドラインの徹底を県民と事業者

に呼びかけ
○発熱等の症状がある方への早期受診相談の呼びかけ
○業界団体に対し、ガイドライン実践の自主点検を依頼

レベル
３

【警戒】

感染の広がりが懸
念される状態

【感染経路不明者数】
１人/週 以上

かつ
【重症入院患者数】

１人以上

以下の指標も参酌する。
【1週間あたりの新規感染者数】
【60歳以上の入院患者数】

レベル2に加え、
○感染発生の状況や特徴に応じた注意喚起や感染防止対策の徹底を協力依頼

例：高齢者や基礎疾患のある重症化リスクの高い方に対し、より慎重な行動を呼びかけ

：感染が発生した施設と同様の業態の業界団体及び事業者に対し、ガイドライン遵守
の徹底を依頼 など

レベル
４

【特別警戒】

感染が拡大傾向に
ある状態

【感染経路不明者数】
２人/週 以上

かつ
【重症入院患者数】

３人以上

以下の指標も参酌する。
【1週間あたりの新規感染者数】
【60歳以上の入院患者数】

レベル３に加え、
○感染発生の状況や特徴に応じた行動を協力依頼

例：ガイドライン実践施設の利用を呼びかけ
：実践していない施設の利用を控えるよう呼びかけ

レベル
５

【非常事態】

感染が拡大し、医
療提供体制のひっ
迫が懸念される状
態

医療現場のひっ迫状況を
踏まえて判断

以下の指標も参酌する。
【重症入院患者数】
【1週間あたりの新規感染者数】
【60歳以上の入院患者数】

○県独自の非常事態宣言の発出
○新型インフルエンザ等対策特別措置法第24条第9項に基づき次の事項を協力要請

・不要不急の外出自粛
・ガイドラインを実践しない施設の利用自粛
・ガイドラインを実践しない施設の営業自粛(休業)



５ 「新しい生活様式」等の定着に向けた普及・啓発について

（３）“のぼり旗”設置による啓発

（４）新型コロナ対策宣言店のＰＲ

県 民

安心して利用
（利用促進）

新型コロナ対策宣言店

「感染拡大予防ガイドライン」に沿って
感染防止に取り組む飲食店等

山 形 県
・木製プレートを作成
・県ホームページやSNS等を活用して紹介（宣言店、取組内容）

市 町 村
・飲食店等からの申請を受け、宣言店に交付
・県ホームページへの宣言店の掲載依頼

連携して応援 交付

・ 「新しい生活様式」を広く定着させるため、県と市町村が連携して、啓発用のぼり旗を
庁舎や文化施設、商業施設等に設置

宣言店を
紹介

・ 県民が安心して飲食店等を利用できる環境を整えることを目的に、新型コロナ感染防止対策に
取り組んでいる事業者に対し、市町村と連携して「新型コロナ対策宣言店」の木製プレートを交付

９

（１）県民への呼びかけ（知事と市町村長共同メッセージ）
4月：大型連休中の県外からの帰省見合わせ
5月：「新しい生活様式」の定着と県境をまたいでの移動の自粛
7月：（2か月ぶりの感染者確認を受けて）「新しい生活様式」の着実な実践と感染確認地域への不要不急

の移動の抑制

（２）「新型コロナからみんなを守る県民リレー」発信事業の展開
・ 県民による「＃あなたとあなたの大切な人を守るために」をテーマとしたメッセージのSNS発信と

テレビCM放映、若者による新型コロナ感染症の拡大防止に向けたオンラインサロンの開催 など

○事業の継続を応援するため、４総合支庁に相談窓口を設置し相談を受付（5月12日～）
〇相談内容に応じて「よろず支援拠点」のコーディネーターが事業継続策を助言

６ 企業等への支援について①

（１）事業継続相談窓口の設置

10



・ゴールデンウイーク期間中（令和２年４月２５日～５月１０日）において、県からの企業等の

活動の自粛要請を受け、営業自粛等に協力する県内事業者に対し、新型コロナウイルス感染症を

乗り越えるための経営改善の検討を支援。

・交付額：個人事業者１０万円（施設等を賃借している場合は２０万円）、法人２０万円

※ 飲食店などの「３密（密閉・密集・密接）が起きやすい業態」及び宿泊施設などの

「県外からの人の移動・県民の県内外の往来に関係する業態」の施設等が対象

○ 事業概要

申請期間：令和２年５月１１日～６月３０日
交付予定：申請受付後１週間以内

６ 企業等への支援について②

（２）山形県緊急経営改善支援金について

交付件数：６，１０６件 交付額：１，００５，９００千円

11

○ 支援実績（７月２８日確定）

（３）企業支援等について【雇用の維持】

６ 企業等への支援について③

雇用調整助成金（県単独上乗せ）【県】
県内の中小・小規模事業者に対して国の雇用調整助成金※に

上乗せし、企業負担の軽減を図る。

〔上乗せの考え方〕
①解雇等を行わない場合

②①以外
国（助成率4/5）に県で1/20上乗せ

◎雇用調整助成金【国】
休業等により労働者の雇用を維持した場合、休業手当等の一部
を助成。（令和2年度第二次補正予算案の内容を反映）
〔助成率〕
4月～12月（緊急対応期間）

①解雇等を行わない場合 中小企業 10/10 、 大企業 3/4
②①以外 中小企業 4/5 、 大企業 2/3

山形県社会保険労務士会へ委託し、雇用調整助成金活用事業
者向け山形県相談窓口を開設し、県内事業者が雇用調整助成
金を申請する際の手続きをサポート

国
4/5

県
1/20

企業
3/20

雇用調整助成金（県単独上乗せ） 雇用調整助成金山形県相談窓口の設置

山形県社会保険労務士会
（社会保険労務士）

①電話・ＦＡＸ・メール
にて相談

②電話・ＦＡＸ・メールにて
助言・指導

県内事業主

１ 電話相談：平日 9時～16時 〔5月7日開設〕

山形県雇用調整助成金申請代行補助金

【概 要】
雇用調整助成金の申請代行に係る社会保険労務士等への
手数料に対して市町村が補助金を支給する場合に、県が市
町村にその１／２を間接補助

【補助金額】
市町村の補助金額に応じて、１件当たり上限200千円を補助

２ 対面式無料相談会

原則隔週１回開催 9時～16時
※村山・庄内を主会場として、最上・置賜でも開催

※この度の緊急対応期間の延長に対応すべく、対応期間について検討中

国
10/10

国の主な拡充内容
①緊急対応期間の終了日を9月30日から12月31日に延長
②一日当たりの上限額を8,330円から15,000円に引上げ
③解雇等をせずに雇用を維持した中小企業の助成率を
10分の10まで引き上げ
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※この度の緊急対応期間の延長に対応すべく、対象期間について検討中

※この度の緊急対応期間の延長に対応すべく、対応期間について検討中



６ 企業等への支援について④

（４）新・生活様式の定着の取組みに対する支援

【概要】

○オンライン商談会や
在宅勤務等を可能とする
テレワーク環境の整備を
支援

○市町村が補助金を支給
する場合に県が市町村に
その１／２を間接補助
補助率：２／３

（県１／３、市町村１／３）

補助上限額：１００万円

件数：３００件

② オンライン化
促進支援事業

① 新・生活様式対応支援事業

○ 「感染拡大予防ガイドライン」に対応するための改装や設備導入等を支援
○テレワーク環境の整備に対する支援

③ 事業承継・雇用継
続奨励金給付事業

【概要】

○県外から移住して事業を
引き継ぐ事業者等に対し
奨励金を給付

○市町村が奨励金を支給
する場合に県が市町村に
その１／２を間接補助
補助率：１０ ／１０

（県１／２、市町村１／２）

個人事業主：５０万円

法人 ：１００万円

小
規
模
事
業
者

事業者規模 事業費

中
小
企
業

補助率： ３／４

件 数 ：５０件

事業費： １２０万円～６００万円

補助額： ９０万円～４５０万円

新・⽣活様式対応⽀援補助⾦
（中小企業支援型）
総事業費︓３.０ 億円
県⽀援額︓２.２５億円

ものづくり補助⾦《国直接》
⽀援額︓約１０億円

補助率 ： １／２～３／４

件 数 ： １００件 （想定）

事業費 ： ２００万円～２，０５０万円

補助額 ： １５０万円～１，０５０万円

持続化補助⾦《国直接》
⽀援額︓約３億円

補助率 ： ２／３～３／４

件 数 ： ３００件 （想定）

事業費 ： ～２５０万円

補助額 ： ～２００万円

県 400件／13億円 の支援
（⼭形県分⾒込）600件／5.6億円 の支援

新・⽣活様式対応⽀援補助⾦
（小規模事業者支援型）
総事業費︓４.４億円
県⽀援額︓３.３億円

補助率： ３／４

件 数 ：５５０件

事業費： ４０万円～８０万円

補助額： ３０万円～６０万円

大 大

小 小

中小企業生産性革命推進事業
（政府２次補正予算 1,000億円）

《経産省の地域企業再起支援

事業費補助金活用》

※市町村は事業者負担分の一部に上乗せ補助（任意）

※市町村は事業者負担分の一部に上乗せ補助（任意）

新・⽣活様式対応⽀援補助⾦（県単）
（ガイドライン対応型）

総事業費 ︓３０.０億円
県⽀援額 ︓１５.０億円
市町村⽀援額︓１５.０億円

補助率 ： １０／１０

（県１／２、市町村１／２）

件 数 ：１５，０００件

事業費 ：２万円～２０万円

県補助額：１万円～１０万円

※県と市町村が１／２ずつ支援

（主に飲食業・宿泊業・小売業・生活関連サービス業等を想定）

（うち国庫補助1.5億円）

（うち国庫補助2.2億円）

【国直接事業の申請要件】
製造業等を含め、下記の取組が
事業対象となっている
Ａ．サプライチェーンの棄損への対応
Ｂ．非対面型ビジネスモデルへの転換
Ｃ．テレワーク環境の整備

《経産省の地域企業再起支援

事業費補助金活用》

国

15,000件／30億円 の支援県＋市町村
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６ 企業等への支援について⑤

○事 業 目 的・・・県民（県内在住者）が県内の飲食店、小売店及び生活関連サービス業等において使用す

ることができるプレミアム付きクーポン券を発行することにより、県民の県内での消費

を喚起し、本格的な地域経済の回復につなげる。

○事 業 内 容・・・プレミアム付きクーポン券の発行

対 象：県内に所在する飲食店、小売店及び生活関連サービス業、文化・芸術、

プロスポーツ分野等

発行数：４８０万枚（額面５００円券（販売額２５０円））

発行額：２４億円（うちプレミアム分１２億円）

（内訳）飲食店、小売店及び生活関連サービス業等：４００万枚

文化・芸術、プロスポーツ分野：８０万枚

○実 施 方 法・・・◆飲食店、小売店及び生活関連サービス業等

・参加事業者募集：Ｒ２年９月中～

・販売期間・使用期間：Ｒ２年１０月頃～Ｒ３年２月頃

・実施方法：商工会・商工会議所への委託等

◆文化・芸術、プロスポーツ分野

・販売期間・使用期間：（文化芸術）Ｒ２年８月～Ｒ３年３月

（プロスポーツ）Ｒ２年８月～Ｒ３年２月

・実施方法：文化関連団体、スポーツ関連団体への委託

（５）飲食店・小売店・生活関連サービス等消費応援事業

14



○ 日本政策金融公庫等の資本性劣後ローン

資本性劣後ローンは、融資期間中は利子のみ返済し、期間終了時に元本全額を一括して返済するローン
金融機関が資本とみなすことができるローンであり、中長期的な資金繰りを支援

・融資対象：事業計画を策定し、民間金融機関等による協調融資を受ける事業者 等
・融資限度：中小事業７．２億円、国民事業７２００万円
・融資期間：５年１ヶ月、１０年、２０年 期間一括償還（中小事業、国民事業共通）
・貸付金利：当初３年間一律、４年目以降は直近決算の業績に応じて変動
・取扱金融機関：日本政策金融公庫、商工中金

○ 政府の補正予算を活用した新型コロナウイルス感染症対応資金（県商工業振興資金）

新型コロナウイルス感染症対応資金は、政府の補正予算を活用した全国一律の無利子（３年間）・無保証料（１０年間）の融資制度

・融資上限：４０００万円
・売上減少要件：個人事業主（小規模に限る）▲５％以上 小・中規模事業者▲15％以上（※▲５％以上▲１５％未満の場合は保証料１/２のみ）

（６）９月以降の資金繰り支援 ≪政府系金融機関による資本性劣後ローンなどの中長期的資金繰り支援の活用≫

６ 企業等への支援について⑥

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ２月

【県】地域経済変動対策資金 《融資枠２４１７億円》
（１０年間無利子、１０年間無保証料、２億円上限）

【県】新型コロナウイルス感染症対応資金 《融資枠４１９億円》
（３年間無利子、１０年間無保証料、４千万円上限） ※県・市町村の財政負担なし

（低利子１．６％、１０年間無保証料、５千万円上限）

【日本政策金融公庫等】資本性劣後ローン
（２０年期間一括償還、利率：当初３年間０．５％・４年目以降０．５％～２．９５％、７．２億円上限））
※「中小事業」の例

Ｒ２年３月 ４月 ５月 ６月 Ｒ３年１月

当初３年間及び
４年目以上赤字

４年目以降黒字

５年１ヶ月・１０年 ２０年

公庫（中小事業）・商工中金 … 中小企業向け ０．５０％ ２．６０％ ２．９５％

公庫（国民事業） … 小規模事業者・個人事業者向け １．０５％ ３．４０％ ４．８０％
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７ 観光等の支援について

県民による県内の観光消費の回復を図るため、県内の観光立寄施設や宿泊施設で使える、２種類のクーポンを発行す

るキャンペーンを実施（５月１５日スタート）

県民県内お出かけキャンペーン

概要
県民が県内の観光立寄施設等で利用できる
クーポンを発行

利用
施設

募集に応じた県内の観光立寄施設等
（道の駅、博物館、体験施設、お土産屋等）

発行
枚数

５万枚（２千円のクーポンを１千円で発行）

県民泊まって応援キャンペーン

概要
県民が事前に指定した県内の旅館・ホテルで
利用できる宿泊割引クーポンを発行

利用
施設

募集に応じた県内の宿泊施設

発行
枚数

５万枚（１万円のクーポンを５千円で発行）

（１）第１弾の観光消費喚起に向けたキャンペーン

（２）第２弾の観光消費喚起に向けたキャンペーン等

県民泊まって元気キャンペーン

概要
第２弾の観光消費喚起に向け、県内宿泊施設
で利用可能な割引クーポンを発行

利用
施設

募集に応じた県内の宿泊施設

発行
枚数

150万枚（１千円のクーポンを500円で発行）

「バス・タク旅」やまがた巡り事業

概要
県内貸切バス・タクシーの需要回復のため、貸
切バス・タクシーを使った旅行商品等の造成・
販売を支援

助成
概要

バ ス１台：上限５万円/日

ﾀｸｼｰ１台：上限２万円/日

催行人数の実績
に応じ１名あたり
1千円/日助成

第２弾として、「県民泊まって元気キャンペーン」と「バス・タク旅」やまがた巡り事業を実施（７月10日スタート）
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８ 農林水産業の支援について

さくらんぼ

水 産

牛 肉 花 き

米

さくらんぼの緊急価格安定対策（新規・501百万円）
米・野菜・畜産等と異なり、国の経営安定制度がない果実の
中でも、本県を代表する果実であるさくらんぼについて緊急
に価格安定対策を実施
○ 県・市町村・ＪＡ等が協調して支援

（県50％・市町村25％・生産者・JAグループ等25％）
○ 平均価格の９割程度を下回った場合に生産者に交付

さくらんぼの販売促進対策
１ 知事による全国に向けたさくらんぼ購入促進メッセージの
発信

○ 全国レベルのマスメディアを活用したさくらんぼ購入促進
メッセージの発信（新規・9百万円）

○ 「今年はおうちでさくらんぼ」を知事から全国に向け、おい
しい山形ホームページのトップで発信

○ 主要市場・小売店等での知事メッセージによるPR
２ 全国組織向けさくらんぼ販売促進キャンペーンの実施

○ 医師会等全国的な組織を有する団体について、県の支
部的組織から全国に向け贈答用を強力にあっせん

観光果樹園等の安全対策（新規・16百万円)
県外からの誘客も想定される観光果樹園等における安全対
策の実施
○ 非接触型体温計の整備・貸付け

（県1／2・市町村1／2）
○ 来客・職員の安全確保に向けたガイドライン（目安）の

策定

肉用牛経営安定緊急対策（新規・45百万円）
価格下落が激しい和牛を対象に、緊急価格安定対策を実施
○ 牛マルキン制度（９割補填）の対象外となる１割分につい

て、市町村と協調して支援
（県1／2・市町村1／2）

○ 当面、価格下落が著しい３～６月を対象

県産花き再生産緊急支援対策（新規・88百万円）
価格低迷により次期作の種苗更新が困難になる花き農家の
再生産確保に向け、次期作に必要な種苗購入経費を支援
○ 価格低下が著しい３～５月に出荷した切り花及び鉢物
○ 種苗等更新経費の2／3を市町村と協調し支援

（県1／3・市町村1／3）

県産米の生活困窮者への配付による利用促進
外食需要の低下により販売が不調となっていることから、生活
が困窮している方々等を対象として配付することにより、利用
促進と早期販売による価格安定を図る

〔関係部局と協調〕
１ 県内在住の自活大学生等への支援〔総務部〕

○ はえぬき５kg、9,000件、県10／10
２ 県外在住の県出身大学生等への支援〔みらい企画創造部〕

○ はえぬき５kg相当、15,000件、県1／2・市町村1／2
３ 県内における生活困窮者への支援〔健康福祉部〕

○ はえぬき60kg、2,570件、県1／2・市町村1／2

県産水産物流通経費緊急支援（新規・14百万円）
飲食店・旅館等の営業自粛により価格下落が著しい県産水
産物について、生産費の多くを占める流通経費に対する緊
急支援を実施
○ 魚介類の流通に必須であり、漁業者の負担が大きい魚

箱について、市町村と協調して支援
（県1／3・市町村1／3）

○ 漁業共済（ほとんどの漁業者が加入済み）の補填対象外
となる漁獲金額が６割未満に減少した漁業者を対象

学校給食における水産物の提供（新規・83百万円）
県内小中学校等の給食における県産水産物の提供による
食育と消費拡大
○ マダイ・ブリ及びスルメイカを提供

花きの販売促進対策（新規・6百万円）
各商店街の反転イベント等において県産花きをプレゼント
○ 全商工会議所・商工会
○ 料亭・割烹等

◎ 国民の生命を支える食料は、できる限り国産の農産物で供給できるよう、生産基盤や振興策の抜
本的な強化を行うこと。

◎ 需要が減少している主食用米については、価格安定に向けた対策の一つとして、アフリカ諸国を
はじめとした食料難の国々への支援米などとして隔離するなど、価格安定に向けた抜本的な対策
を講じること。

◎ 政府の価格安定制度がなく、価格下落はそのまま農業者の収入減少となる果実について（本県で
はさくらんぼなど）、緊急価格安定対策を講じること。

「新しい生活様式」を踏まえた

農林水産業における感染予防対策の徹底

政府に対し

強く要請

さくらんぼ・牛肉消費促進キャンペーン

ネット販売の強化による販売構造の改善

学校給食におけるさくらんぼの提供

学校給食における県産和牛の提供

学校・公共施設への大規模な飾花による消費拡大

４
月
補
正
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９ 「新しい生活様式」を踏まえた学校運営に係る対応について

（２）学びの保障への対応

① オンライン学習に向けた環境整備

ア オンライン学習を支援するクラウドサービスの登録・活用
イ オンライン学習環境が整っていない生徒への貸出用の情報端末等を購入、

通信費に対して支援（私立含む）

② 学習指導員の配置（全ての小中学校・高校）（私立含む）

○ 児童生徒の学習定着度に応じたきめ細かな指導ができるよう、教員を補助

③ スクール・サポート・スタッフの配置（未配置だった全ての小中学校・特別支援学校）

○ 消毒や換気などの教育現場の業務増に対応するため、教職員の事務を補助

（３）心のケアの充実

① 感染防止対策に必要な物品等の確保（私立含む）

○ 消毒液、フェイスシールド、非接触型体温計 等

② 夏季の適正な学習環境の確保

ア 高校の普通教室へエアコンを段階的に整備 （私立含む）、冷房の適正
使用等を促進するとともに、「３密」対策としてのこまめな換気を励行

イ 高校３年生の授業における暑さ対策として研修施設・ホテル等を活用
ウ 熱中症が懸念される場合は、マスクを外すことを指示、

その際は、できるだけ人との十分な距離を保ち、近距離での会話を
控えるよう指導

③ 登校時の感染防止対策

○ 学校単位での列車の分散利用を実施するとともに、生徒自身による基本的な感染防止対策実施の徹底を指導

（１）感染防止等を踏まえた学習環境の確保について

○ 学級担任や養護教諭を中心
としてきめ細かな健康観察や
相談を実施するとともに、必
要に応じてスクールカウンセ
ラー等も活用
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冷房のある施設での授業（遊佐高校）



10 学生等の支援について①

新型コロナウイルスの感染拡大により、経済的な影響を受けている県内の学生・留学生や
県外に在住する本県出身の学生に対して支援を行う。

県内学生 県外学生（市町村と連携）

県内の学生に対して、①県産米を
提供するとともに、②オンライン授
業の環境整備等を支援する

■支援対象者
①県内大学等に在籍し、一人
暮らしを行う学生

②県内大学等に在籍し、生活に
困窮する学生

■支援内容
①一人当たり県産米５kgの送付
②一人当たり４万円の現金給付

本県出身の県外在住学生等に対して、
市町村と連携して食の提供を行い支援
する

■支援対象者

本県出身で、現在、県外に居住している
学生等のうち、市町村が「食」の支援を
行う者

■支援内容（市町村への補助）

市町村が実施する県産米などの「食」の
支援に係る経費の１／２を補助

（留学生）

県内の外国人留学生に対して、
左記に加えて、修学継続支援
を実施する

■支援対象者

県内大学等に在籍する外国
人留学生

■支援内容
一人当たり５万円の現金給付

○ 目的

○事業概要
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１ 対面型合同企業説明会「新型コロナ克服！ワークフェスin山形・庄内」

１ 会場・日時

２ 対象学生 県内の大学・大学院・短大・専修学校・高専を来春卒業・修了予定の学生
※新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、県内の学生を対象

３ 実施結果 延べ１２４社の企業、１９２名の学生が参加

10 学生等の支援について②

新型コロナウイルスの感染拡大により、就職・採用活動両面に影響が生じていることから、
対面型及びオンライン型の合同企業説明会をそれぞれ開催。

会場 日時

山形国際交流プラザ（山形市） ７月１４日（火）13:00～16:30
いろり火の里なの花ホール（三川町） ７月１６日（木）13:00～16:30
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２ オンライン型「新型コロナ克服第２弾！どこでも合同企業説明会・面談会やまがた」

１ 日時・実施方法

２ 対象学生 県内外の大学・大学院・短大・専修学校・高専を来春卒業・修了予定の学生
※オンラインで行うため、県外の学生も対象

区分 日時 実施方法

説明会 ８月１９日（水）～８月２１日（金） 参加企業の説明動画を学生が視聴

面談会 ８月２５日（火）13：00～16：30 専用サイトに学生がアクセスし、企業担当者と面談

○目的

○ 事業概要



11 山形県新型コロナ対策応援金について

新型コロナウイルス感染症のため医療の最前線で活躍している医療関係者や新型コロナウイル
ス感染拡大により大きな影響を受けている方々を支援するため、県の専用口座を開設し、広く県民、
県内企業・団体、県外から、助け合いの気持ちを善意の寄附金として募るもの。

「山形県新型コロナ対策応援金」の県口座を令和２年５月１３日に開設。

※令和２年６月補正予算分

①医療従事者等へ応援と感謝の気持ちを伝えるため、施設のライトアップ、駅舎への懸垂幕の設置、
訪問演奏の実施

②新型コロナの影響により経済的に困窮した方への県産米の提供
③新型コロナの影響により解雇や雇止めされた労働者への支援
④難病患者への県産マスクの提供

○ 趣旨等

○ 口座の開設

○ 応援金の活用事業

金融機関 口座番号 口座名義
山形銀行 県庁支店 普通預金 3121925

山形県新型コロナ対策応援金
（ﾔﾏｶﾞﾀｹﾝｼﾝｶﾞﾀｺﾛﾅﾀｲｻｸｵｳｴﾝｷﾝ）

荘内銀行 県庁前支店 普通預金 1036406
きらやか銀行 本店営業部 普通預金 2033500
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寄附金額：８月３０日現在 ７，３０９万２，９３５円


